
阿智村事務事業評価シート
担当者 出納室 税務係

①事務事業の概要

事業の終期
②事務事業の計画（PLAN）、取組（DO)

項目 金額 項目 金額 項目 金額

電算委託料 12,572 電算使用料 4,705

25年度 26年度 27年度 28年度 29年度
実績額 (千円) 17,476 17,671 17,277 18,122 17,269

うち一般財源 17,476 17,671 17,277 18,122 17,269

うち補助金
うち個人負担

正規職員 4 4 4 4 4

臨時職員
③評価（CHECK)
区分 個別判定 総合判定
必要性 a

a

a

a

有効性 A

効率性 a

a

公平性 受益者負担は適切か A

④改善（ACTION)
継続・維持

区分

事
業
コ
ス
ト

具体的取組 【委託内容と事業費】
①平成27年度に委託等を行った税業務と委託金額
○個人住民税3,329千円 ○固定資産税3,835千円 ○軽自動車税743千円 ○国民健康保険税
1,912千円
　○地番図等異動2,327千円　○収納・会計426千円
②委託業務に要するソフトウエア（Reams.NET)の使用料4,705千円

実績・効果

根拠法

課税対象者

実施目的 適正かつ迅速な村税の課税・収納を行い、事務の効率化を図る。

関連する主な計画等

(人)
従事職員

事務事業名

実施方法
事業の対象者
事業開始年

村税課税事業

総合計画での位置づけ

地方税法　阿智村税条例

妥当

５．持続可能な村、住民が主体の村をめざして／行財政計画／行財政の健全化

A

業者への委託料が適切であるか他課と連携して交渉している。

過去に事務の全県的な共同化の検討を行ったが職員の労
力、コスト面等を考慮し現行で継続した経緯がある。

判定理由

本業務により、正確で適正な処理が望める。

極めて効果的な手段である。

本事業により、各税目において納税義務者への賦課計算、納付書発行、収納など効率よく行うこと
ができる。データ管理や異動処理、その他各種の使用料等の賦課・収納もこれにより併せて実施でき
る。また税制改正等にも迅速な対応が可能。
【平成27年度税務データ】
個人村民税（普通）納税義務者1,429人 同（特徴）納税義務者1,861人 固定資産税納税義務者3,550
人 軽自動車税納税義務者2,672人（登録台数4,425台） 国民健康保険税納税義務者1,020人 法人
村民税納税義務者227法人　たばこ税特別徴収義務者2団体　入湯税特別徴収義務者26施設

村の関与は妥当か

手段、成果は妥当か

住民のニーズは高いか

村の行政経費とされるものである。

A

対象者の設定は妥当か

期待された効果が得られ
たか

コストの削減に努めたか

効率性を高める工夫はさ
れたか

総合評価

歳出の
内訳
(千円)

事業の方向性

課題

今後の取り組み 納税義務者への適正・公平な課税及び収納事務と、納税者の利便性を図る点から、継続的に行うべ
き事業である。

効率性や利便性、コスト削減につながる事務の共同化（コンビニ収納共同調達を含む）や新たなシス
テムの導入等について、全庁的に再度検討する余地がある。

A

受益者負担はない。

処理の迅速化と適正な事務が求められる中で効果が認められる。

直接実施 業務委託 補助金交付 負担金 その他 

時期不明 終期未定 


